
令和元年度 衣浦6市障害福祉担当課長及び担当者合同会議次第

1.あいさつ

2.自己紹介

3.議題

日時：令和元年7月8日（月） 1 5時～

場所：刈谷市役所 7階 7 0 1会議室

( 1）地域生活支援事業の支給決定における障害福祉サービス及び障害児通所支援との関

連について（刈谷市）

( 2）地域生活支援事業の給付費支払い事務について（刈谷市）

( 3）地域生活支援事業の支給決定におけるモニタリングの有無と支給決定の見直しにつ

いて（刈谷市）

(4）地域生活支援事業の対象者について（安城市）

( 5）障害福祉サービス及び障害児通所支援の重症心身障害判定について（刈谷市）

( 6 ）外国人や高等学校に進学しなかった児童への児童発達支援の支給取り扱いについて

（安城市）

( 7)消費税増税等に伴う地域生活支援事業及び日常生活用具事業等の価格改定予定につ

いて（高浜市、碧南市）

( 8 ）福祉タクシ一助成制度について（安城市）

( 9）日常生活用具の円滑な請求書・給付券提出対応について（西尾市）

( 10）在宅重度障害者手当 死亡の場合の未支払手当受取人について（西尾市）

(11)扶助料支給者の中で居住地特例者の手帳内容確認について（西尾市）

4.その他

※友田幹事責二安城市
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令和元年度衣浦6市障害福祉担当課長及び担当者合同会議議題及び回答

1 地域生活支援事業の支給決定における障害福祉サービス及び障害児通所支援との

関連について（刈谷市）

本市では要綱に「地域生活支援事業によるサービスに相当する介護保険法に基づく

サービスを受けることができる者を地域生活支援事業給付費の対象から除く」と規定

しているが、障害福祉サービスや障害児通所支援については、そういった規定がな

い。地域生活支援事業によるサービスに相当する（または類似する）障害福祉サービ

スや障害児通所支援（例：移動支援→通院等介助、同行援護、行動援護 日中一時支

援→生活介護、放課後等デイサービス）を優先して利用してほしいと考えるが、それ

ぞれの事業所との相性や事業所ごとのサービス提供時間の違いなどの理由によって地

域生活支援事業の利用を希望する人もいて、対応に苦慮しているところである。

つきましては、各市の対応状況をご教授願いたい。

［碧南市回答〕

碧南市では、障害福祉サービス、障害児通所支援及び地域生活支援事業給付費の支

給決定における要綱等はありません。

個別の案件において、特にサービス等利用計画 ・障害児支援計画がある場合は当該

計画に記載された対象者の状況等利用目的を踏まえ、適切なサービス種別、支給量等

を支給決定することとしています。

碧南市の現状としては、移動支援及び日中一時支援の社会資源が限られており、ま

た、利用目的の適正と認められる範囲に限り支給決定しているため、提案市のような

地域生活支援事業の申請状況はありません。

【安城市回答〕

安城市でも、地域生活支援事業よりもそれに相当する障害福祉サービスや介護保険

法に基づくサービスを優先して利用してほしいと考えている。しかし、相談支援事業

所が作成した計画案をふまえ、本人の状況等を総合的に検討した結果、支給が適当と

認められる場合には、 地域生活支援事業の支給決定を行っています。

［西尾市回答）

移動支援では、福祉サービス（通院等介助、同行援護、行動援護）を優先して利用

してほしいと考えています。

日中一時支援については、生活介護は優先となります。

放課後等デイサービスは、日中一時支援は預かり、放課後等デイサービスは療育と

目的が異なることから、優先利用は考えておりません。

［知立市回答〕

現状は併給可能ですが、障害福祉サービスや障害児通所支援を利用してほしいとい

う点は同じなので、今後制限等を検討していく予定です。

［高浜市回答）

障害福祉サービス等を優先して利用するようお願いしている（例 ：移動支援今通院

介助等）。しかしながら、生活介護後の延長の対応等、様々な事情により地域生活支

援事業によるサービスの希望があり、一律ではなく柔軟に対応しています。

［刈谷市回答（提案市） 〕



2 地域生活支援事業の給付費支払い事務について（刈谷市）

本市では給付費請求書を事業所から紙媒体で提出してもらい請求内容に不備がないか

確認した上で、システムに支払い情報を入力しているが、事務量が膨大であり、苦慮し

ている。

つきましては、各市の支払い事務の方法をご教授願いたい。

（例：請求情報をデータでもらい、システムに取り込み、システムの機能により不備が

ないかチェックしている等）

［碧南市回答〕

碧南市でも、給付費請求書を事業所から紙媒体で提出してもらい請求内容に不備がな

いか確認した上で、システムに支払い情報を入力しており、事務量が膨大であり、苦慮

しています。

〔安城市回答〕

刈谷市と同じように紙媒体で手作業にて処理しています。

［西尾市回答］

西尾市も刈谷市と同じです。紙媒体で毎月 10日までに提出いただき、間違いがない
か確認し、システムに支払い情報を入力しています。

［知立市回答〕

貴市と同様の事務を行っています。苦慮している点についても同様です。

［高浜市回答）

給付費請求書を事業所から紙媒体でもらい、請求内容に不備がないか確認した上で、

エクセルでデータを管理しています。

［刈谷市回答（提案市） ）



3 地域生活支援事業の支給決定におけるモニタリングの有無と支給決定の見直しにつ

いて（刈谷市）

本市では地域生活支援事業の支給決定にあたっては、申請時に市の職員が利用者の障

害の程度や生活状況を聞き取った上で、支給決定しているが、利用状況等についてモニ

タリングは行っていない。各市におけるモニタリングの有無やモニタリングを踏まえた

支給決定の見直しをしているかどうかについてご教授願いたい。

具体的には本市では申請時に支給決定した区分（移動支援の身体介護を伴う ・伴わな

い、など）を成長に伴い障害の程度が重くなった人について、本人や事業所からの申告

がない限りそのままとなっている。区分を見直すタイミングを設けているか。設けてい

る場合、どのように行っているかについてご教授願いたい。 （例：更新の都度、障害状

況の聞き取りを行うため来庁してもらっている。等）

［碧南市回答］

碧南市では、障害福祉サービス等を利用していない地域生活支援事業のみの利用者に

あっては、新規申請時には市の認定調査員が認定調査を行い、状況把握をしているが、

その後の利用状況等についてモニタリング等は、支給決定期間中及び更新時において原

則行っておらず、支給量の変更や署相談等の依頼があった際に随時検討した対応方法に

て状況確認を行っています。

［安城市回答〕

安城市では、 地域生活支援事業のみの支給を希望される方についても、原則として障

害福祉サービスと同様に相談支援事業所をつけていただくことになっています。したが

ってモニタリ ングについては、相談支援事業所が行い、その報酬についても市で要綱を

設け支払っています。

また、支給決定の見直しについても、．福祉サービス更新時と同様に、これまでのモニ

タリング結果等をふまえて相談支援事業所が作成する計画案を参考に検討します。

（モニタリング期間については、類似する障害福祉サービスと同期間と考えていま

す。）

［西尾市回答）

本市では、障害福祉サービス等を併用している利用者については、相談支援事業所に

おいて利用状況等のモニタリングを行っていることから、更新時に提出されるサービス

等利用計画を確認しながら支給決定の見直しを行っております。

なお、サービス等利用計画を作成していない利用者については、モニタリングを実施

しておりません。

支給決定した区分の見直しについては、障害児は毎年更新時に、 「勘案事項整理票J

において障害状況等の聞き取りを行っており、障害者は障害支援区分更新時に認定調査

を実施していることから、その内容をもとに区分の見直しを実施しています。

［知立市回答〕

地域生活支援事業（以下 「地域Jという）のみの人。

・モニタリングはしておらず、地域の区分は別紙の勘案事項整理票を用いて更新ごと

に確認しています。

障害支援区分のある人＝（他の福祉サービスあり）。

－モニタリングは相談員の方にやってもらっています。

－地域の区分は障害支援区分に応じた区分としています。

障害支援区分のない人 ・他の福祉サービスあり。

－モニタリングは相談員の方にやってもらっています。

．地域の区分は更新ごとに確認しでいます。



〔高浜市回答〕

当市では、地域生活支援事業の利用についても相談支援事業所に関わってもらってい

ます。障害福祉サービス等を利用している場合は計画や基本情報に組み込み、地域生活

支援事業のみの場合は、独自のシートを提出してもらい支給決定を行っています。その

中でモニタリング等を行い、必要に応じ見直しをしています。

移動支援の区分については、申請時の聞き取り、相談支援事業所への確認等を行い、

必要に応じ見直しを行っています。

［刈谷市回答（提案市） 〕

4 



4 地域生活支援事業の対象者について（安城市）

①本市に住所を有しているが、他市に居住している障害者

②他市に住所を有しているが、本市に居住している障害者

に対して、移動支援事業などの対象者としているかど教示ください。

（居住状況以外の対象者条件は満たしている場合でお考えいただきたいです。）

［碧南市回答］

碧南市では地域生活支援事業の給付決定対象者の考え方において、障害福祉サービ

ス等と同等の取り扱いをしていますので、①の者であってグループホーム等の居住者

で障害福祉サービスにおける居住地特例にあたる者にあっては対象者としています。

逆に②の者であって障害福祉サービスにおける他市町村の居住地特例にあたらない

者については対象者とすると考えますが、実際の対象者はいません。

〔安城市回答（提案市） 〕
①安城市に住民票があり、他市にある居住地特例に該当する施設（グループホー

ム等）に居住していれば、安城市の移動支援の対象者としている。居住地特例に該

当する施設に該当しない場合は、対象外としている。

②他市に住民票があり、安城市内の居住地特例に該当する施設を利用している者の

場合、移動支援の対象外としている。居住地特例に該当しない施設（有料老人ホー

ム等）の場合については、居住地が安城市であるため、安城市の移動支援の対象と

している。

安城市において総合支援法と同様に扱う又は同じように処理する必要があると考え

ているため、随時、要綱改正を行っている状況です。

［西尾市回答〕

①対象である（居住地特例）

②対象ではない

［知立市回答）

移動支援事業では、①のケースは存在します。

それ以外に関しては近年ケースがありません。

［高浜市回答〕

居住地特例にあたる場合は支給決定している。

［刈谷市回答］

移動支援事業を含んだ地域生活支援事業の対象は本市に住所を有し、現に居住する

障害者及び障害児であることとしております。

ただし、本市に住所を有し、現に居住する人が障害福祉サービスの居住地特例の対

象となる施設などに入居するために他市に居住することになった場合は、対象者とし

ております。

上記の規定により①は対象者となる場合があるが、②は原則対象者となりません。



5 障害福祉サービス及び障害児通所支援の重症心身障害判定について（刈谷市）
障害福祉サービス及び障害児適所支援の重症心身障害判定について、固から明確な判

定基準が示されていないため、本市では次のような運用としています。

（障害福祉サービス）

児童相談所の重心判定に基づき支給決定を行う。

（障害児通所支援）

児童相談所の重心判定のみに限らず、児童相談所や相談支援事業所等と連携し、大島

分類を参考に、支給決定を行う。

各市においては、どのように判定しているか、ご教授願いたい。

［碧南市回答〕

碧南市では、障害福祉サービス及び障害児通所支援双方において、児童相談所の重心

判定のみに限らず、大島分類を参考に市にて判断するほか、重症心身障害児者に相当す

る旨の主治医からの意見書に基づき支給決定を行っています。

［安城市回答〕

障害福祉サービスについては、児 ・者共に以下のとおりです。

①児童相談所の重心判定に基づくもの

②大島分類を参考に市で判断するもの

原則として身体手帳＋療育手帳の合計で判定。身体手帳（下肢 ・体幹が1・2級）＋療

育A判定以上を対象としています。

｛西尾市回答〕

（障害福祉サービス）

相談支援事業所で判定された結果に基づいて支給決定しています。

（障害児通所支援）

相談支援事業所で判定された結果に基づいて支給決定しています。

［知立市回答］

（障害福祉サービス）

児童相談所の重心判定および療養介護の対象者基準に基づき支給決定を行っていま

す。

（障害児通所支援）

身体手帳 l級及び療育A重度以上の判定を取得した際に、支給決定を行っています。

［高浜市回答〕

当市では重症心身障害について、以下とおりの内規としています。

①障害支援区分5以上に該当し進行性筋萎縮症に羅患している者

②身体障害者手帳1級～2級（肢体不自由）及び療育手帳A判定

身体障害者手帳l～2級（肢体不自由）を手帳に記入されている者の他、 他障害で同

等の状況にある身体障害者手帳1～2級及び療育手帳A判定も対象としています。

［刈谷市回答（提案市） ）



6 外国人や高等学校に進学しなかった児童への児童発達支援の支給取り扱いについ

て（安城市）

日本の小中学校に就学していない外国人児童や高等学校に進学しなかった児童につい

て、学校教育法第1条lこ規定している学校に就学していないため放課後等デイサービス
の支給ができませんが、その場合児童発達支援の支給をしている事例があればご教示く

ださい。

また、事例がない場合、今後申請があった場合はどのようにお考えかご教示くだい。

［碧南市回答］

碧南市では、 議題のような事由に基づき児童発達支援の支給をしている事例はありま

せん。高等学校に進学しなかった児童については、日中看護と自立能力の向上等を目的

とした福祉サービスの利用申請の相談があり、児童福祉法の適用が残り数年に限られる

ため児童通所支援によるサービスではなく、生活介護、就労移行支援及び自立訓練（生

活訓練）等の利用を検討した事例であればあります。

〔安城市回答（提案市） 〕

外国人で日本の小学校に在籍せず、外国人学校（学校教育法1条校非該当）に通学し

ている児に対して 1件支給実績があります。小学校就学年齢前から児童発達支援（以下

「児発」）を利用しており、－＿§＿小学校に就学し、放課後等デイサービスの受給をした

ものの、数か月で就学をとりやめ外国人学校に転校したが、引き続き療育を必要とする

ため、児発の支給を認めました。以前から利用していた児発施設と一旦利用した放課後

等デイサービスが同じ事業所であり、発達に応じた継続的な支援が実施できること、ま

た日本語でのコミュニケーションが難しい保護者や本人に対して対応可能な事業所が限

られることから判断に至りました。

高等学校に進学しなかった児に対しての児発の支給実績はありません。 （当該児につ

いては、者のサービスを利用することも可能であるため）

［西尾市回答〕

事例はありません。申請があった場合、児童相談所と連携しながら、児童の家庭状況

等を踏まえたうえで、生活介護や、日中一時支援の利用を検討します。他のサービスで

対応できない場合は、児童発達支援の支給を決定します。

（知立市回答〕

以前ブラジル人の児童に対して支給したことがあります。

1 5歳の日本人で高校に通わず、サービス利用したいということがあった際に、本人

との話し合いの結果、児童相談所の許可をもらい就労移行支援を利用してもらったこと

があります。このように申請があった場合に 15歳以上であるならば者のサービスを含
め何が適切なのか考えることになると思われます。

［高浜市回答〕

現時点では事例がない。支給については、県や各市を参考に検討します。

［刈谷市回答）

支給事例はありません。

今後申請があった場合も、児童発達支援は、主に未就学の障害のある子どもを対象に発

達支援を提供するものとして位置づけられていること、また、各児童発達支援事業所の

現状も対象を未就学児としており、小学生以上の対象者へ向けた支援内容は見込まれて

いないことから、支給対象としない方針です。



7 消費税増税等に伴う地域生活支援事業及び日常生活用具事業等の価格改定予定に

ついて（碧南市、高浜市）

令和元年10月から予定されている消費税率の改正及びサービス費用額算定基準等の
一部改正に伴って、地域生活支援事業の訪問入浴、日中一時支援、移動支援などの報酬

単価や日常生活用具費の改定を予定しているか。改定する場合は、時期、改正内容をご

教示頂きたい。

他事業において単価を改定する予定があるのであれば、あわせてご教示頂きたい。

［碧南市回答（提案市） 〕

碧南市においては、移動支援の報酬単価が同行援護の基本単価の 130/100の額
としているため、令和元年10月利用分より、同単価となるよう改正を予定していま
す。

その他の地域生活支援事業等については改正の予定はありませんが、日常生活用具に

ついては品目及び対象者を含め基準額の改正を検討していく予定です。

［安城市回答）

安城市では総合支援法に基づ、いて地域生活支援事業の報酬単価を定めているため、地

域生活支援事業の報酬単価については、消費税率の改正に伴う報酬改定に合わせて改正

する予定です。

また、日常生活用具の基準額については、消費税率の改正時期に必要があれば改定す
る予定です。

具体的な改正内容については未定です。

［西尾市回答〕

訪問入浴については、非課税であるため改訂予定はありません。

日中一時支援については、改定の予定はありません。

移動支援については、同行援護の報酬単価を準用しており、同行援護の報酬単価改正

に合わせて改定する予定です。

日常生活用具の改定については、他市の動向を含め慎重に検討を重ねておりますが、

基本的に福祉用具については改定を行う予定は考えておりません。

［知立市回答）

価格改定の予定はありませんが、近隣市町の動向に応じて検討は必要と考えていま
す。

〔高浜市回答（提案市） 】

訪問入浴、日中一時支援、移動支援などの報酬単価および日常生活用具の基準額につ

いては、他市の動向を踏まえ、価格改定を検討していきたいと考えています。

［刈谷市回答〕

現時点では、改定については未定です。

なお、地域生活支援事業の日中一時支援、移動支援、地域活動支援センターは障害福

祉サービス等の単価を準用していませんが、移動入浴は介護保険サービスの訪問入浴介

護費と同額としていることから、今後検討していく予定です。

また、日常生活用具費は対象品目や基準額について、他市の動向等を踏まえ検討して

いく予定です。



8 福祉タクシ一助成制度について（安城市）

平成30年度に障害者タクシー料金助成について不正受給があり、制度の見直しを図

っている。

また、税改正に合わせて金額の変更協議をしていく予定ですが、他市の状況について

伺いたい。

そこで、現在の要綱 ・金額（その設定理由） ・対象者 ・条件 ・交付枚数 ・改正の有無

についてご教示いただきたい。

併せて、不正受給や事業者による不正請求を防ぐために何をすべきか意見をいただき

たい。

［碧南市回答〕

碧南市の現状としましては、以下のとおりです。

(1）タクシーチケット一枚の助成金額

一般タクシー： 70 0円／枚、介護タクシー： 63 0円／枚

(2）金額設定理由

一般タクシーにおいては、平成28年以前は障害者割引（ 1割引）を適用した後の
初乗り運賃（l. 5 k mまで、で、63 0円）を助成金額としていたが、平成28年の運賃
改正に基づき、平成28年度から障害者割引（ 1割引）を適用したうえで、 l.5 km 

まで運行できる金額である 70 0円を助成金額としています。
また、介護タクシーにおいては、平成28年以前より、契約している業者への聞き

取りに基づき、最低初乗り運賃同額にて助成金額としています。

(3）助成対象者

身体障害者手帳3級以上、療育手帳B判定以上又は精神障害者保健福祉手帳2級以

上であって、自動車税又は軽自動車税の減免を受けていないもの

(4）交付枚数

通院頻度が週1回未満の場合は1月当たり 2枚、通院頻度が週l回以上の場合は1
月当たり 4枚、通院頻度が週3回以上の場合は1月当たり 8枚、として申請のあった

日の属する月から年度末までの月数に応じて交付しています。通院頻度の証明にあた

っては、医師による通院報告書が必要としています。

(4月に申請＝今通院なし： 24枚、通院週3回以上： 96枚

5月に申請＝今通院なし： 22枚、通院週3回以上 ：88枚）

(5）利用条件

l回の乗車につき2枚まで利用券を使用することができるが、運賃が助成金額を下

回っても差額のお釣りは出ません。

(6）改正の有無

予定はしていませんが、各市のご状況に応じて検討していきたいと考えておりま

す。

(7）請求内容等について

不正受給や事業者による不正請求の防止になるとは限りませんが、請求時に請求書

と回収されたタクシーチケットを提出させており、各チケット記載の金額を確認して

います。



［安城市回答（提案市） ］

－対象障害者 （身体 1～3級 ・療育A、B判定・精神1・2級）
・一般タクシー（普通車のみ、上限63 0円）

車いす ・ストレッチャー乗車専用タクシー

（普通車上限2,8 8 0円／大型車上限3,3 7 0円）

・最大36枚交付（ 1か月 3枚換算で4月申請36枚、5月申請33枚、…）

平成30年度に不正請求があり、該当の事業者には、助成金の返還、違約金の納付、

契約解除等の措置を行いました。令和元年度から、同様のタクシ一事業を行っている高

齢者の担当課とともに、タクシー業者の運行記録調査（抜き打ち調査）を行っていく予

定です。

要綱については別添のとおり、また助成金額の設定については、過去は初乗運賃の9
割助成であったが、平成28年のタクシー料金改正に伴い（従前の初乗 1.5 kmが 1.2km 
へ変更）、改正前と同じ距離を使用したときに本人負担率が据置きになるよう調整した

結果、現在の助成額となっています。

［西尾市回答］

金 額： 1枚50 0円。 1乗車で4枚まで使用可

以前は初乗り金額のみの助成であったが、市民からの要望で現在の金額と

なりました。

対象者：身障手帳l～3級、療育手帳A・B判定、精神手帳l・2級
条 件：該当年度の自動車税・軽自動車税の減免を受けていないこと

交付枚数： 1月当たり 4枚（通院報告書の提出がある人は8枚）

(4月に申請すれば12ヶ月×4枚＝48枚交付）

西尾市としては不正受給に対して特別な対応をしていないため、西尾市としても意見

を聞かせていただきたいです。また、不正受給の事例も聞かせていただきたいです。

［知立市回答〕

別紙要綱の通りです。

今後改正の予定も特にありません。

［高浜市回答〕

要綱はありません。金額はチケット 1枚あたり普通車タクシーの距離制運賃による初

乗運賃に相当する額にお迎え料金を含めた額を助成します。 （設定理由は不明です。）

1乗車につき 1枚のみ使用できます。

対象者は身体1・2・3級、療育A・B判定、精神1・2級の手帳所持者で、自動

車 ・軽自動車税の減免を受けていない者です。

申請のあった月から年度末までの月数に応じ配布します。

－週 l固または2回通院の場合、 1月あたり 4枚。
・週3回以上通院の場合、 1月あたり 8枚。
・それ以外の場合、 1月あたり 2枚。

チケットに利周年月日、乗車地、降車地、迎え料金の有無を記入してもらっていま

す。チケットの交付番号で利用者を特定することは可能ですが、不正請求防止のための

チェック等は行っておりません。
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［刈谷市回答）

＜要綱＞ 別紙のとおり

＜金額＞

区分

身体障害者手帳

一般 及び療育手帳

タクシー 精神障害者保健
福祉手帳

身体障害者手帳

及び療育手帳

特殊

タクシー

精神障害者保健

福祉手帳

金額

尾張 ・ニ河地区 普通 6 7 0 

名古屋地区 普通 4 5 0 

尾張 ・ー河地区 普通 7 5 0 

名古屋地区 普通 5 0 0 

尾張 ・ニ河地区
大型 3, 7 8 0 

普通 3, 1 0 0 

名古屋地区
大型 2, 9 8 0 

普通 2, 6 8 0 

尾張・ニ河地区
大型 4, 2 0 0 

普通 3, 4 5 0 

名古屋地区
大型 3, 3 2 0 

普通 2, 9 8 0 

0～平成27年度 初乗り運賃と同額（身体・ 療育は1割引）

位 ：円

～H27金額

6 3 0 

4 5 0 

7 0 0 

5 0 0 

3, 5 1 Q 

2, 9 1 0 

2, 9 8 0 

2, 6 8 0 

3, 9 0 0 

3, 2 4 0 

3, 3 2 0 

2, 9 8 0 

0平成28年度～ 自動認可運賃（尾張 ・三河地区）で初乗り 70 0円（1 . 5 lan) 
から 60 0円（1 . 2 lan）に変更された値上げ幅7.1 4 %分を、前年度までの

助成額に上乗せして積算します。

＜対象者＞

①身体障害者手帳1～3級所持者
②療育手帳A・B判定所持者
③精神障害者保健福祉手帳1・2級所持者
※ただし、 自動車税または軽自動車税の減免を受けていない人

＜条件＞

0乗車時に手帳の提示が必須
O本人乗車が必須
0不正使用は直ちに返還のうえ、次年度以降交付しない
＜交付枚数＞

01年度につき最大36枚交付（1か月あたり 3枚）
01回の乗車につき6枚まで使用可

0紛失や不足した場合の追加交付はしない
＜改正＞

消費税増税に伴いタクシー料金の変更があった場合に検討

＜不正対策＞

0定期的に、タクシー業者の事務監査を行っています。対象期間、対象車番を
指定し、運転日報等乗務記録と業者保管の利用券、請求書の内容を調査します。

O受給者から返却された控えの情報（利用目、利用枚数、乗車金額）と、業者
からの請求の情報を突合します。

11 



9 日常生活用具の円滑な請求書・給付券提出対応について（西尾市）

当市において大規模なドラッグストアチェーンや業者で、請求書の送付や給付券の返

送が滞り、支払いが大幅に遅れ出納閉鎖に対応できない案件も見受けられました。請求

書や給付券の円滑な提出を促すために、各市取られている対応をお教えください。

当市では年度末の 3月初めに請求書 ・給付券未提出の各事業所に対し通知文を送付

し、提出を促しています。

［碧南市回答〕

碧南市では、例年 1月下旬ごろに年度内の未請求案件を抽出し、対象事業者に年度内

の納品と納品後の速やかな請求書の提出を通知するとともに、これ以降の給付決定につ

いて同案内を給付券と給付決定の事業者への通知に同封して案内しています。

その後、年度末付近及び翌年4月上旬に再度案件の進捗確認を電話連絡等にて行って
います。

〔安城市回答〕

日常生活用具の給付費支払については、請求があった都度支払処理しているため、支

給決定と支払の年度は必ず一致しているわけではありません。

したがって、請求書や給付券の未提出事業所への催促はしていません。

［西尾市回答（提案市） 〕

［知立市回答〕

対策は実施しておりません。

［高浜市回答）
6カ月単位で申請されたストマ用装具・紙おむつは2カ月単位の請求となる場合があ
り、そのため年度をまたぐ場合は、次年度に支払いをしています。

前年度の請求書が5月になっても送付されない場合は、電話にて催促しています。

［刈谷市回答］

本市では、業者からの請求に合わせて支払いを行っており、特に扶助費について年度

の考えや出納閉鎖の考えはありません。

12 



1.0在宅重度障害者手当 死亡の場合の未支払手当受取人について（西尾市｝
在重受給者が死亡の場合、未支払分を遺族に支給しますが、受給者と異なる世帯に属

じτいだ場合は、：生計が同一であったと左を証明じなければな邑ないで．すぷょ西尾市Jであ
ったバター竺？では民生委員の生計同プ証明書を証明書類とレで提出じていただいた三と
がありますが、二在重支給事務取扱要領に記載のあ石事由の「二「公的機関が生計同－ーであーる

証明をしている場．合J..でそり事実が確認できるものを提出す弓ノヌタ戸ンがまだなりで
す。他市ではこのようなパターンで未払分を支給した事例がありますか？あればご教示

願います。－

［碧南市回答〕

碧南市でも、民生委員による生計同一証明書を証明書類として提出していただいたこ

とはありますが、その他公的機関等による生計同一の証明書があった事例はありませ

ん。

［安城市回答］

安城市では、過去に別世帯者が提出した書類として、市役所で発行する扶養証明書や

確定申告書の写しがありますが、その他のパターンでは事例がありません。

［西尾市回答（提案市） ］

［知立市回答］

受給者死亡で未支給がある場合、基本的に現況届で所得を確認しているご家族がいれ

ば、未払いをご案内しています。

生計同一の証明書で来支給を支払ったことはありません。

［高浜市回答］

そのような事例はありません。

｛刈谷市回答〕

刈谷市において、そのようなケースはありません。

西尾市同様、世帯を別にしていた遺族に支払うために民生委員の方に生計同一証明を

していただいたケースはあります。

13 



11 扶助料支給者の中で居住地特例者の手帳内容確認について（西尾市）
西尾市では他市が手帳を管理し、西尾市が扶助料を支給している方の手帳等級の変

更等につし＿'.Iて、定期支払前に手帳管理市に確認依頼しでいる。しかし、他市から同様

の確認依頼をいただくことが少ないため、どのように取り扱っているかを参考にさせ

ていただきたい。例えば愛知県に確認している、マイデンバー，を使用して確認してい

る（確認をしていないなど。

［碧南市〕
住民票上の異動については月に一度確認しておりますが、手帳の取得状況について

の確認はしておりません。

［安城市回答）

該当の市町村または入所施設へ電話による確認を行っています。

［西尾市回答（提案市）〕

［知立市回答｝
本市では障害児 ・障害者の入所施設がないためか、貴市のようなケースはありませ

ん。

転入された方で、手l慢の管轄が本市にない場合は、手帳管理市に扶助料等について

確認していただくよう、お願いしています。

逆に、本市で手帳を管理している障害者の方には、施設の種類によりますが、住民

票を市外の施設に移していても、当市の扶助料を支払っています。

［高浜市回答）

当市では施設入所者は支給対象外なので、手帳管理が他市の人の支給対象者は現在

いません。

［刈谷市回答〕

本市では、他市が手帳を管理し、本市の扶助料支給対象となる者から扶助料の新規

申請があった際には、手帳原本により手帳等級を確認しており、その後は定期払い

.( 3月と 9月に6か月分を一括で交付）の際に手帳管理市に状況を確認することとし

ています。

14 



議題3資料（知立市）

勘案事項整理票

実施者（記入者）

実施日

実施場所

平成 年

居宅内・施設内（

月 日 記入者氏名

その他（

時「ー
月
一月
一
月

町
一
匹
一炉心

障害者氏名・恒斤

フリガナ 生年月日 平成 年 月 日 （ ）歳
－ー・・・・・ー．．，．ー・・・ー・ー・－・・・・

対象者氏名 性別 男・女

現住所干

T Eし

携帯

過去の決定 初回 2回目以降（前回決定 年 月 日）

体格 身長 c 庁、 体重 kg 

手帳番号
愛知県 第 号

）第 τEコ'j" 

身体障害者手帳 等級 1 ・ 2・3・4・5・6

身｛剥嘩害の種類
視覚障害・聴覚障害・肢体不自由 ・内部陣害・

その他（

争憧 手帳番号
愛刈谷児 第 下Eコ吉

所持状況 療育手帳 ）第 号

等級 A・B・C

精神障害者 手帳番号
愛知県 第 号

）第 亨Eヨヨ「
保健樹止苧憶

等級 1・2・3

手帳交付日 平成 年 月 日

難病簿疾病名 疾病名（

生活医・病歴等

生活歴（現在に至るまでの学歴等）

既往歴

現在かかっている病気・医療機関



調査項目（5領域11項目） ※通常の発達において必要とされる介助等は除く

項目、判断基準 区分 特記事項

食事
①食事の準備、 撰食および後片付け 一部介助 全介助

できる 見守り （おかずを
に関する支援 刻む必要布 （全面的介助）

建
→F介助 全介助

⑫J~原行為 できる 見守り （使容に座

らせるな日 （全面的介助）

→日介助 会介助
⑨J~便行為 できる 見守り （便器に座

らせるなとヲ （全面的介助）

号選
→F介助 会介助

④入浴（浴措の出入り ・洗髪・洗身） できる 見守り 明休をi先
うなど） （全面的介助）

議
信渉行 （立位から 5m程度以上歩く 一部介助 会介助

できる 見守り （手を貸す
こと） 必要有） （全面的介助）

信滞乗（でん部を移動させて乗り移 一部介助 会介助
できる 見守り （手を貸す

ること） 必署幹事7 （全面的介助）

②移動（日常生活に必要な場所へ移 寸官介助 全介助
できる 見守り （手を貸す

動や外出に支援が迫要かどうか） 必要有？ （全面的介助）

⑫童いこだわり、多動、パニック等
lまぽ毎日 （週5日以上 週に1、2回程度以上沼窓記慮

の不安定な行動や、危険の認識に
の洩援帽E慮等治犯凄 ヵ<i£，要

欠ける行動

＠潤邸章害や食事・排遣に係る不適 1まぽ毎日 岨 5郎 L上 遡こ1、2回程度以上支援配慮

応行動 （多飲水や過飲水を含む） の）支援帽E慮等カ也、要 が必要

⑩自分を叩いたり傷つけたり他人を Iまぽ毎日 （週5日以上 週に1、2回程度以玄踊E慮

叩いたり蹴ったり、喜助を壊す行為 の涜緩帽E慮害事カ也、婆 カ沼、要

＠涜分が憂欝で悲観的になったり、 ぼぽ毎日 （週5日以上 週に1、2回程度以上到，:9c慮

時にl志思考力が低下する の）支援や配慮等が必要 カ泌号喪

⑫再三の手洗いや繰り返しの確認の lまぽ毎日岨5日以上 週に1、2回程度以上亥援配慮

ため日常動作に時間がかかる の液援帽E慮等カ~婆 カ〈必要

⑬他者と交流することの不安や緊

張、感覚の過敏さのため外出や集 ほぽ毎日岨5日以上 遡こ1、2[ID程度以上支踊諭

団参加ができない。また、 自室に の）支援や配慮等カむ必要 が必要

閉じこもって｛可もしないでいる

＠洋習障害のため、読み書きカT困難
lま回毎日（週5日以上 週に1、2回程度以上封忍記慮 ， 
の）支援や配慮等的必要 カ泌要

。短期入所

【区分3】 ①«~》＠沼ゆ項目のうち「全介助J が3項目以上又は③～＠ゆ項目のうち 「あるJ が1 項目以上
【区分2] ①《＠③》＠沼ゆ項目のうち 「全介助Jもしくは 「一部介助jが3項目以上文は怠ト＠ゆ項目のうち

「ときどきあるJが1項目以上

【区分1】 区分2文は3に該当しない児童てヘ①健ゆ》＠吃籾項目のうち 「一部介助J又は 「全介助jが1項目以上

。身体介護の有無 下記のいずれか一つ以上にー認定されていること

② 「排原」・・・「見守り等J、「一部介助J又は 「全介助J
③ 「排便J・・・「見守り等」、「一部介助」文は「全介助J
⑤『歩行J..・ 「できないJ

⑤ f移乗J・・・ 「見守り等J、「一部介助」文は 「全介助J

⑦ 「移動」・ ・・「見守り等」、「一部介助J文は「全介助J

前回 支援区分 1・2・3

間取り後支援区分 1・2・3

前回 身体介護 有 ・ 無

間取り後身体介護 有 盤

H26・4総合支援法法改正



議題8 （碧南市）

碧南市福祉タクシー料金助成規程

（趣旨）

第 1条 この規程は、心身障害者文は精神障害者及びその者が属する世帯の経済的負担の

軽減を図り、もって福祉の向上に資するため、福祉タクシー料金の助成について必要な

事項を定めるものとする。

（助成対象者）

第2条 この規程により福祉タクシー料金の助成を受けることができる者（以下「助成対

象者j という。）は、 市内に住所を有する者で、次の各号のいずれかに該当するものと

する。

(1）身体障害者福祉法（昭和24年法律第28 3号）第15条第4項の規定により身体

障害者手帳の交付を受けた者であって、身体障害者福祉法施行規則（昭和25年厚生

省令第15号）別表第5号の1級から 3級までに該当するもの

(2) 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第12条第1項に規定する知的障

害者更生相談所文は児童福祉法（昭和22年法律第16 4号）第12条に規定する児

童相談所において療育手帳A又はBの交付を受けたもの

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第12 3号）第45 

条第2項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、あって、精神障害

者保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第15 5号）第6条

第3項に規定する 1級又は2級に該当するもの

2 前項の規定にかかわらず、地方税法（昭和25年法律第22 6号）第16 2条に規定

する自動車税又は同法第454条に規定する軽自動車税の減免を受けている者は、助成

対象者としない。

（利用の申請）

第3条 助成対象者又はその保護者は、福祉タクシー料金の助成を受けようとするときは、

市長に福祉タクシー料金助成利用券交付申請書を提出し、及び当該助成対象者の身体障

害者手帳又は療育手帳を提示し、福祉タクシー料金助成利用券（別記様式。以下「利用

券Jとしづ。）の交付を受けなければならない。この場合において、助成対象者が週1

回以上障害に起因する治療のため医療機関等に通院しているときは、申請書に通院報告

書を添付するものとする。



（助成の決定及び利用券の交付）

第4条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかにその審査を行い、助成の

可否を決定し、適当と認めた助成対象者（以下旬iJ用者Jという。）について、利用券

を交付する。

2 交付する利用券の枚数は、申請のあった日の属する月から年度末までの月数に応じ、

次に掲げるとおりとする。

(1) 週1回又は2回通院の場合 1月当たり 4枚

(2) 週3回以上通院の場合 1月当たり 8枚

(3) 前2号に掲げる場合以外の場合 1月当たり 2枚

3 利用者又はその保護者は、利用券の交付後において、通院回数の変更により、交付さ

れるべき利用券の枚数が増えることとなったときは、前条の通院報告書を市長に提出す

るものとする。

4 市長は、前項の規定による提出があったときは、第2項の規定に準じ、その差分の枚

数の利用券を交付する。

（助成の範囲）

第5条 利用者が、市長があらかじめ指定したタクシー業者（以下「指定タクシー業者j

という。）のタクシーを利用した場合に、市長は、その基本料金の額を助成するものと

する。ただし、第7条ただし書の規定により利用者が1回の乗車で2枚の乗車券を使用

する場合に係る助成の額は、その基本料金の額に2を乗じて得た額の範囲内の額とする。

（助成の方法）

第6条 福祉タクシー料金の助成は、基本料金の額を前条のタクシー業者に支払うことに

よって行う。

2 次条ただし書の規定により 1回の乗車で2枚の利用券が使用された場合においては、

前項の規定にかかわらず、市長は、次の各号に掲げる乗車料金の額（障害者に対する割

引分を控除した額をいう。以下同じ。）の区分に応じ、当該各号に掲げる額を指定タク

Jシー業者に支払うものとする。

(1) 乗車に係る基本料金の額に2を乗じて得た額に満たない場合 乗車料金の額

(2) 乗車に係る基本料金の額に2を乗じて得た額以上の額である場合 基本料金に2

を乗じて得た額

（利用方法）



第7条利用者が指定タクシー業者のタクシーを利用するときは、降車の際、利用券1枚

を運転者に渡すものとする。ただし、 1回の乗車に係る乗車料金の額が基本料金の額を

超えるときは、利用者は2枚の利用券を使用することができる。

（資格喪失の届出）

第8条利用者が次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、利用者又はその保護者

は、直ちに福祉タクシー料金助成利用券利用資格喪失届出書に残りの利用券を添えて市

長に提出しなければならない。

(1) 死亡したとき。

(2) 市内に住所を有しなくなったとき。

(3) 障害程度の変更等により助成対象者でなくなったとき。

（助成額の請求手続）

第9条 指定タクシー業者は、利用者から受け取った利用券を月ごとに取りまとめ、翌月

1 0日までに利用券を添えて市長に助成額の支払を請求するものとする。

（譲渡又は担保の禁止）

第 10条 利用者は、 利用券を他人に譲渡し、 又は担保に供してはならない。

（不正利得の返還）

第11条 市長は、偽りその他不正な手段により利用券を使用した者があるときは、その

者から、その利用券に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる。



議題8資料（安城市）

安城市障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱

（目的）

第 l条 この要綱は、障害者が医療機関への通院、福祉センターの利用等、外出の

きっかけとするためタクシーを利用する場合において、その料金の一部を助成す

ることにより、障害者福祉の増進を図ることを目的とする。

（定義）

第2条 この要綱において「障害者j とは、身体障害者福祉法（昭和24年法律第

2 8 3号）第15条第4項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に 1級から

3級までである者として記載され、又は療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図

るため、児童相談所文は知的障害者更生相談所において知的障害者と判定された

者に支給される手帳で、その者の障害の程度その他の事項の記載のあるものをい

う。）に障害の程度がA若しくはBと記載されたものを所持している者、又は精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第12 3号）第45条

第2項の規定により交付を受けた精神障害者保健福祉手帳に1級若しくは2級と

記載されている者をいう。

（対象者）

第3条 この事業の対象となる者は、安城市に居住する障害者で、住民基本台帳法

（昭和42年法律第81号）の規定に基づき安城市に登録されているものとする。

ただし、障害があることを理由として自動車税又は軽自動車税の減免を受けてい

る者及高齢者外出支援サービス事業実施要綱（平成15年7月1日施行）に規定

する安城市高齢者タクシー料金助成利用券の交付を受けている者（以下「減免等

該当者Jという。）を除く。

（申請、審査及び交付）

第4条 助成を受けようとする者（以下「申請者Jという。）は、身体障害者手帳、

療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳（以下「手帳等Jという。）を提示し、障

害者福祉タクシー料金助成利用券交付申請書（様式第1。以下 「申請書j とい

う。）を市長に提出しなければならない。この場合において、やむを得ない理由

により手帳等を提示することができないと認められる者は、手帳等の提示に代え

て、郵送等により手帳の写しを提出し、かつ、減免等該当者でないことを宣誓す

ることにより行うことができる。



2 市長は、前項の申請があったときは、速やかに、その審査を行い、前条の規定

に該当する者であると認めたときは、申請者に障害者福祉タクシー料金助成利用

券（以下「利用券」という。）を交付する。

3 前項の規定により市長が交付する利用券の数は、申請のあった日の属する月か

ら年度末までの月数に3を乗じて得た数とする。

4 利用券の交付は、ーの対象者につき各年度 1固までとする。

（追加交付）

第5条 市長は、前条の規定に基づき利用券の交付を受けた者（以下 「受給者Jと

いう。）が、 2月以上の期間1週間につき 2回以上通院する必要があると認める

ときは、同条4項の規定にかかわらず、利用券を追加して交付（以下「追加交付j

という。）することができる。

2 追加交付を受けようとする受給者は、障害者福祉タクシー料金助成用通院報告

書（様式第2）を市長に提出するものとする。

3 追加交付する利用券の数は、前項の報告書の提出された日の属する月から年度

末までの月数に3を乗じて得た数とする。

4 追加交付は、ーの対象者につき各年度1固までとする。

（タクシー料金の助成）

第6条利用券により助成する額（以下「助成額Jという。）は、受給者が市長が

定めるタクシ一事業者を利用した場合の利用料金（以下タクシー料金という。以

下同じ）のうち運賃（障害者割引に該当する場合は割引後の運賃）部分に適用さ

れるものとする。ただし、 1回の乗車につき次の表に定める額を上限とする。

タクシーの種別 助成額の上限額

一般タクシー 普通車 6 3 0円

車いす ・ス トレッチャー 普通車 2, 8 8 0円

乗車専用タクシー 大型車 3, 3 7 0円

2 前項の規定による助成を受けようとする受給者は、タクシー料金の支払の際に

当該タクシ一事業者に利用券を提出するものとする。この場合において、当該受

給者は、タクシー料金から助成額を控除した額を当該タクシー事業者に支払うも

のとする。なお、タクシー料金が助成額の上限額未満の場合は、当該額を助成す

るものとする。

（譲渡文は担保の禁止）



第7条 受給者は、利用券を他人に譲渡し、又は担保に供してはならない。

（助成金の返還）

第8条 市長は、偽りその他不正の手段により利用券の申請又は使用をした者があ

るときは、その者から、その利用券に相当する金額の全部文は一部を返還させる

ことができる。

（資格の喪失）

第9条 受給者は、第3条に規定する対象者でなくなったときは、受給者としての

資格を喪失するものとし、直ちに未使用の利用券を市長に返還しなければならな

し1。

（委任）

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附則

この要綱は、昭和63年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成3年4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成7年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成9年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成11年 1月20日から施行する。ただし、第2条の改正規定は、

同年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成11年 12月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成12年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成13年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成16年4月1日から施行する。

附則



この要綱は、平成17年4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成18年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成20年 1月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成21年4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成23年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成24年4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成25年 3月28日から施行する。

附則

この要綱は、平成26年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成28年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成31年4月1日から施行する。



様式第1 （第4条関係）

障害者福祉タクシー料金助成利用券交付申請書

安城市長

注意1 太枠の中のみ記入してください。

2 該当する項目にO印を付けてください。

3 適切な制度運用のため、タクシ一事業者の乗務記録と、申請者の利用券を

調査 ・確認することがあります。

申請者記入欄 ｜ 申請日 ｜ 年 月 日

申請者住所 安城市

申請者氏名 電話

愛知県
手帳番号 第 下'3-

( 1 ）身体障害者手帳 1級 ． 2級 ． 3級
等級 ・判定 ( 2 ）療育手帳 A判定 ． B判定

( 3）精神障害者保健福祉手帳 1級 ． 2級

聴覚・視覚 ・上肢・下肢 ・体幹・心臓・呼吸器
障害名

腎臓 ・直腸 ・ぼうこう ・小腸・免疫 ・肝臓

車椅子利用 利用していない・時々利用している ・常時利用している

事務処理欄｜

タクシ一利用券の番号 第 マEミ3r 

タクシーの種別 一般タクシー
車いす・ストレッチャー

乗車専用タクシー

自動車税及び軽自動車税の減免 減免を受けている・減免を受けていない

高齢者タクシー料金助成利用券の交付 交付を受けている・交付を受けていない

通院報告書の提出（様式第2) 同時提出 ． 提出なし

障害者システムへの入力 入力日（ 年 月 日）

根拠規定：安城市障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱 様式第1 （第4条関係）



様式第2 （第5条関係）

障害者福祉タクシー料金助成用通院報告書

安城市長

注意1 週に2回以上で2か月以上の通院が必要な場合に報告してください

2 太枠の中のみ記入してください。

申請者記入欄 申請日 年

申請者住所 安城市

申請者氏名 電話

医療機関記入欄

申請者の病名

通院を要する
週 回 かつ か月以上

回数及び期間 一 一

上記のとおり、通院を要することを証明します。

年 月 日

医療機関等 所在地

名 称

医師等氏名 手P

事務処理欄｜ ，、

タクシー利用券の番号 第 号

月

タクシーの種別 一般タクシー
車いす・ストレッチャー

乗車専用タクシー

自動車税及び軽自動車税の減免 減免を受けている ・減免を受けていない

高齢者タクシー料金助成利用券の交付 交付を受けている ・交付を受けていない

日

障害者システムへの入力 入力日（ 年 月 日）

根拠規定：安城市障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱 様式第2 （第5条関係）



議題 8資料（西尾市）

西尾市心身障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱

（目的）

第1条 西尾市心身障害者福祉タクシー料金助成事業（以下「事業Jという。）

は、心身障害者が医療機関への通院等日常生活を容易にするため、タクシーを利

用する場合に料金の一部を助成することにより、心身障害者福祉の増進を図るこ

とを目的とする。

（実施主体）

第2条本事業の実施主体は、西尾市とする。

（助成対象者）

第3条 この事業により助成を受けることができる心身障害者（以下「対象者Jと

いう。）とは、西尾市地域生活支援事業実施要綱第3条に該当し、次に掲げる各

号のいずかに該当する者とする。

(1）身体障害者福祉法（昭和 24年法律第28 3号）第 15条第4項に規定する

身体障害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和 25年

厚生省令第15号）別表第5号の 1級、 2級又は3級に該当する者

(2）児童福祉法（昭和 22年法律第16 4号）第 12条に規定する児童相談所又

は知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第 12条第1項に規定する知

的障害者更生相談所において療育手帳の交付を受けた者で、障害の程度がA又

はBと記載されている者

(3）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第12 3号）第

4 5条第2項に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和25年政令第15 5号）第6

条第3項に規定する障害等級の 1級又は2級に該当する者

2 前項の規定にかかわらず、地方税法（昭和25年法律第22 6号）第16 2条

に規定する自動車税の減免及び同法第45 4条に規定する軽自動車税の減免を受

けている者は、助成対象としない。

（利用の申請）

第4条 対象者がこの事業の助成を受けようとするときは、身体障害者手帳、療育

手帳又は精神障害者保健福祉手帳を提示し、心身障害者福祉タクシー料金助成利

用券交付申請書（様式第1号）を市長に提出し、心身障害者福祉タクシー料金助

成利用券（様式第2号。以下「利用券j という。）の交付を受けなければならな

い。この場合において、対象者が週2回以上医療機関に通院しているときは、通

院報告書（様式第3号）を添付するものとする。



（助成の決定及び利用券の交付）

第5条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、速やかにその審査を行い、

助成の可否を決定し、適当と認めた対象者について、利用券を交付する。

2 交付する利用券の枚数は、申請のあった日の属する月から 3月までの月数に応

じ、次の各号に掲げるものとする。

ただし、翌年度以降利用分については、申請日にかかわらず、 4月分からの枚

数とする。

(1）週2回以上の通院の場合 1月当たり 8枚

(2）前号に掲げる以外の場合 1月当たり4枚

3 利用券の交付を受けた者（以下「受給者j という。）が、利用券の交付後ιお
いて、通院回数の変更により交付されるべき利用券の枚数が増えることになった

ときは、第4条の通院報告書を市長に提出するものとする。

4 市長は、前項の規定による提出があったときは、第2項の規定に準じ、その差

分の枚数の利用券を交付する。

（利用方法）

第6条 1回の乗車につき利用可能な枚数は4枚とし、受給者は利用時に障害者手

帳及び利用券を提示するものとする。

ー（助成の額）

第7条利用券1枚により助成する額は50 0円を上限とする。

（利用タクシーの範囲）

第8条 受給者が利用することのできるタクシーは、市長が契約したタクシー業を

営む者のタクシーとする。

（請求）

第 9条 前条のタクシー業を営む者は、請求書に利用者から受け取った利用券を添

えて、利用月の翌月 10日までに市長に請求するものとする。

（譲渡又は担保の禁止）

第10条受給者は、利用券を他人に譲渡し、又は担保に供してはならない。

（受給資格の喪失）

第11条 受給者が第3条の規定に該当しなくなったときは、利用券を使用するこ

とができない。

（不正利得の返還）

第12条 市長は、虚偽その他不正な手段により、利用券の交付を受けた者があっ

たときは、その者が受けた助成の額に相当する金額の全部又は一部を返還させる

ことができる。



附則

この要綱は、平成3年8月20日から施行する。

附則

この要綱は、平成10年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成11年4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、公布の日から施行し、平成16年4月1日から適用する。

附則

この要綱は、平成17年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成19年4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成23年3月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成24年2月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成25年 1月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成26年3月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成27年4月1日から施行する。



龍一一



議題8資料（知立市）

0 7 - 0 3 

知立市障害者福祉タクシー料金助成金交付要綱

（目的）

第 1条 この要綱は、障害者がタクシーを利用する場合における料金の一部を助

成することにより、障害者の日常生活を支援し、もって障害者福祉の増進を図

ることを目的とする。

（交付対象者）

第 2条 障害者福祉タクシー料金助成利用券（様式第 1。以下「利用券Jという。）

の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

(1）次のアからウまでのいずれかに該当する者

ア 身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 28 3号）第 15条第4項の規定

により身体障害者手帳の交付を受けた者のうち、身体障害者福祉法施行規

則（昭和 25年厚生省令第 15号）別表第 5号の 1級から 3級までのいず

れかに該当するもので、身体障害者福祉法第 9条の規定により知立市（以

下「市j という。）が援護の実施者となるもの

イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 12 3 

号）第45条第 2項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者のうち、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和 25年

政令第 15 5号）第 6条第 3項の障害等級が 1級又は 2級に該当するもの

で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 47条の規定により市が

相談及び指導を行うこととなるもの

ウ 児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）第 15条に規定する児童相談

所又は知的障害者福祉法（昭和 35年法律第 37号）第 12条に規定する

知的障害者更生相談所において療育手帳の交付を受けた者のうち、障害の

程度がA又はBと記載されているもので、市が児童福祉法第 10条の規定

により調査及び指導を行い、又は知的障害者福祉法第 9条の規定により更

生援護の実施者となるもの

(2）地方税法（昭和 25年法律第 22 6号）第 16 2条の規定による自動車税



の減免又は同法第 45 4条の規定による軽自動車税の減免を受けていない

こと。

（利用タクシーの範閤）

第 3条 助成の対象となるタクシーは、タクシ一事業者（道路運送法（昭和 26 

年法律第 18 3号）第 3条第 1号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を

営む者をいう。）であって市長が契約を締結したもの（以下「契約事業者J と

いう。）が運営するタクシーとする。

（申請、審査及び交付）

第 4条 利用券の交付を受けようとする者（以下「申請者Jという。）は、身体

障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳文は療育手帳（以下「障害者手帳j と総

称する。）を提示し、障害者福祉タクシー料金助成利用券交付申請書（様式第

2。以下「申請書Jという。）を市長に提出しなければならない。

2 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその審査を行い、第 2条の規

定に該当するものであると認めたときは、申請者に利用券を交付する。

3 利用券は、申請のあった日の属する月からその年度の 3月までの月数民3を

乗じて得た枚数を一括交付する。

（追加交付）

第 5条 前条第 3項の規定にかかわらず、市長は、申請者が次の各号のいずれか

に該当する場合は、利用券を追加交付することができるものとする。

(1）福祉輸送サービス（中部運輸局長が公示する福祉輸送サー．ピスをいう。以

下同じ。）以外の方法によるタクシーの利用が困難なものであって、その旨

を記載した申請書を市長に提出した場合

(2) 1週間に 2回以上医療機関に通院するものであって、申請書に医療機関に

よる証明を受けた障害者福祉タクシー料金助成用通院報告書（様式第 3。以下

「報告書」という。）を添付して市長に提出をした場合

2 前項の規定により追加交付する利用券は、同項の申請書及び報告書が提出さ

れた日の属する月からその年度の 3月までの月数に 3を乗じて得た枚数を一

括交付する。

3 第 1項の規定にかかわらず、公的機関又は医療機関が発行する書類であって



申請者が他の制度等の申請等の際に既に市長等に提出したものにより、申請者

に係る申請日現在における通院の頻度について市長が確認することができる

場合は、当該確認により報告書の提出に代えることができるものとする。

（助成の額）

第 6条 利用券 1枚につき助成する運賃の額（以下「運賃助成基準額Jという。）

は、利用券の交付を受けた者（以下「受給者Jという。）が乗車したタクシー

に係る初乗運賃に 10分の 9を乗じた額又は中部運輸局長が公示する一般乗

用旅客自動車運送事業の自動認可運賃のうち普通車の距離制運賃に係る初乗

運賃の上限運賃に 10分の 9を乗じた額のいずれか低い額（その額に 10円未

満の端数があるときは、その端数は、切り捨てるものとする。）とする。

2 利用券は、 1回の乗車につき 6枚を限度に使用することができるも のとする。

3 第 1項の規定にかかわらず、受給者が使用しようとする利用券の枚数に運賃

助成基準額を乗じた額（以下「助成基準合計額J という。）が乗車に係る運賃

の総額（以下「運賃額j という。）を超えるときは、当該助成基準合計額から

当該運賃額を控除した額については、 助成しない。

4 前 3項の規定による運賃の助成とは別に、受給者が乗車するタクシーが距離

制運賃を適用する場合に限り、 当該タクシーに係る料金として中部運輸局長の

認可に基づき算定される迎車回送料金を加算して助成することができるもの

とする。

（助成の方法）

第 7条 利用券による助成は、市長が、利用券の提出を受けた契約事業者に対し、

前条に定めるところにより算出した額を支払うことにより行うものとする。

（利用方法等）

第 8条 利用券を使用しようとする受給者は、タクシーの乗車運賃等の精算時に、

当該タクシーの乗務員に障害者手帳を提示し、利用券を提出するものとする。

2 前項の提出を受けた乗務員は、利用券を提出した者が市長から利用券の交付・

を受けた者であると確認できたときは、提出を受けた利用券のそれぞれに障害

者手帳の番号、利周年月日、利用枚数、運賃助成基準額（第 6条第 3項の規定

により助成しないこととされる額があるときは、当該額を控除した額）及び迎



車回送料金を記載し、当該記載について利用者の確認を受けた上で、乗車に係

る運賃及び料金の合計額から第6条の規定により算出 した助成の額の合計額

（以下「助成金J という 。）を控除した額を受給者に請求するものとする。

（助成金の請求）

第 9条 受給者から利用券の提出を受けた契約事業者が、市長に当該利用券に係

る助成金の支払いを請求するときは、当該提出を受けた日の属する月の翌月 1

0日までに、請求書に利用券その他市長が必要と認める書類を添えて、市長に

提出しなければならない。

（譲渡又は担保の禁止）

第 10条 受給者は、 利用券を他人に譲渡し、又は担保に供 してはならない。

（助成金の返還）

第 11条 市長は、偽りその他不正の手段により利用券を使用 した者があるとき

は、その者から、その使用した利用券に相当する金額を返還させることができ

る。

（資格の喪失及び利用券の返還）

第 12条 受給者が次の各号のいずれかに該当したときは、利用券を使用するこ

とができない。

(1）死亡したとき。

(2）本市に居住しなくなったとき。

(3）障害者でなくなったとき。

2 前項の規定により使用できなくなった利用券の未使用分は、速やかに市長へ

返還するものとする。

（委任）

第 13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附則

この要綱は、昭和 63年 4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成元年4月 1日から施行する。

附則



この要綱は、平成元年 10月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成 13年 4月 1日から施行する。

附則

（施行期日）

1 この要綱は、平成 14年 1月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正前の知立市障害者福祉タクシー料金助成金交付要綱の規定により交付

された知立市障害者福祉タクシー基本料金助成利用券は、改正後の知立市障害

者福祉タクシー料金助成利用券とみなす。

附則

この要綱は、平成 20年 4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成 22年 4月1日から施行する。

附則

この要綱は、平成 25年 4月 1日から施行する。

附則

この要綱は、平成 28年 4月 1日から施行する。



様式第 1 （第 2条関係）

障害者福祉タクシー料金助成利用券

（表）

福祉タクシー料金助成利用券

No. 

年 4月 1日から 年 3月 31日まで有効

発行者 知 立 市 長

［利周年月日 ］ 年 月

［この券の助成額】

運 賃円｜迎て｜メ口2、
（今回利用枚数の合計

［利用者の手帳番号］

算

［乗車タクシー名】

（裏）

枚中の

回

日

枚目）

号



様式第 2 （第4条関係）

障害者福祉タクシー料金助成利用券交付申請書

j 年 月 日
知立市長 様

申請者 住所知立市

氏名 ＠ 

電話

下記のとおりですから、知立市障害者福祉タクシー料金助成利用券を交付して

ください。

記

口申請者と同じ

障 害 者 住 所 知立市

氏 名 電

口愛知県

身体障害者手帳、
番 号 第 % 

精神障害者保健
身体障害者 精神障害者 知的障害者

福祉手帳又は

療育手帳
障害程度 障害程度 障害程度 ・

1級 ・2級 ・3級 1級 ・2級 A判定 ・B判定

自動車税の減免
口有 口無

※減免

の状況 確認欄

利用する
口 普通車

タクシーの種別 口移送用車両（リフト付き車・ストレッチャー車）

口有（口通院報告書・ 口公的機関、医療機開発行の書類）

追加交付
ロ 無

※ 該当する口に 〆をしてください。



／ 

様 式第 3 （第 5条関係）

障害者福祉タクシー料金助成用通院報告書

年

知立市長 様

申請者住所知立市

氏名

次のとおり通院しているので、報告します。

申請者の病名

通院回数 週 回通院中である。

通院期間 年 月から

以上のとおり、通院していること を証明します。

年 月 日

医療機関等 所在地

名 称

（医師等氏名

※この報告書は、知立市障害者領社タクシー券の追加交付に必要な ものです。

月

⑮ 

⑮ 

⑮） 

日

追加交付の対象者は、医療機関等に週 2回以上通っている方です。追加交付申誇には医師又

は医療機関等の印に よる通院回数の証明を受けたこの報告書が必要です。



議題8（高浜市）

0高浜市障害者福祉タクシー料金助成規則

（目的）

平成 6年 10月 17日

規則第 53号

改正 平成 10年 12月 24日規則第 66号

平成 11年 3月 31日規則第 24号

平成 13年 3月 30日規則第 14号

（題名改称）

平成 17年 6月 30日規則第 31号

平成 20年 3月 31日規則第 18号

平成 24年 3月 28日規則第 8号

平成 25年 3月 28日規則第 9号

第 1条 この規則は、障害者の医療機関への通院等日常生活を容易

にするため、タクシーを利用する場合に料金の一部を助成するこ

とにより、障害者の福祉の増進を図ることを目的とする。

（平 13規則 14・一部改正）

（定義）

第2条 この規則において「障害者Jとは、次に掲げる者をいう。
( 1 ) 身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 28 3号）第 15条

第 4項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に障害の程度

が 1級から 3級までのいずれかに該当する者として記載されて

いる者

( 2 ) 児童福祉法（昭和 22年法律第 16 4号）第 12条第 1項

に規定する児童相談所又は知的障害者福祉法（昭和 35年法律

第 37号）第 12条第 1項に規定する知的障害者更生相談所に

おいて交付を受けた療育手帳に障害の程度がA又はBである者と

して記載されている者

( 3 ) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法

律第 12 3号）第45条第 2項の規定により交付を受けた精神

障害者保健福祉手帳に障害の程度が 1級又は 2級である者とし

て記載されている者

（平 13規則 14 ・全改、平 17規則 31・平 20規則 1

8・一部改正）

（助成対象者）

第3条 この規則により助成を受けることができる者（以下「助成



対象者Jという。）は、本市に居住し、住民基本台帳に記録され

ている障害者又は高浜市障害者扶助料支給条例（昭和 48年高浜

市条例第 12号）第 10条に規定する施設等に入所している障害

者とする。

2 前項の規定にかかわらず、地方税法（昭和 25年法律第 22 6 

号）第 16 2条に規定する自動車税の減免又は同法第 45 4条に

規定する軽自動車税の減免を受けている者（障害者と生計をとも

にする者が当該適用を受けている場合における当該障害者を含

む。）に対しては、助成しないものする。

（平 10規則 66・平24規則 8・一部改正）

（申請及び交付）

第4条 助成を受けようとする者は、身体障害者手帳、療育手帳又

は精神障害者保健福祉手帳を提示し、障害者福祉タクシー料金助

成券交付申請書（様式第 1）を市長に提出しなければならない。

この場合において、助成対象者が週 1回以上医療のため医療機関

等に通院しているときは、通院報告書（様式第 2）を添付しなけ

ればならない。

2 市長は、前項に規定する申請書を受理したときは、その内容を

審査し、助成対象者に該当すると認めたときは、障害者福祉タク

シー料金助成券（様式第3。以下「助成券Jとい う。）を申請者

に交付するものとする。

3 助成券の交付枚数は、申請のあった日の属する月から当該年度

の3月までの月数に応じ、次に定めるところによる。

( 1) 週 1回又は週 2回通院の場合 1月当たり 4枚

( 2 ) 週 3回以上通院の場合 1月当たり 8枚

( 3 ) 前2号以外の場合 1月当たり 2枚

4 助成券の交付を受けた者（以下「利用者Jという。）は、助成

券の交付後において、通院回数の変更により、交付されるべき助

成券の枚数に不足が生じたときは、通院報告書を市長に提出して、

不足する枚数の助成券の交付を受けることができる。

（平 13規則 14・一部改正）

（助成の額）

第 5条 助成券により助成する額は、タクシー基本料金及びお迎え

料金に相当する額とする。

（利用タク シーの範囲）



第 6条 利用者が利用することのできるタク シーは、市長が契約を

したタクシー業を営む者のタクシーとする。

（身体障害者手帳等の提示）

第 7条 利用者は、助成券を使用する際にタクシーの運転手か ら身

体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の提示を求

められたときは、これに応じなければならない。

（平 13規則 14 ・一部改正）

（譲渡又は担保の禁止）

第 8条 利用者は、助成券を他人に譲渡し、又は担保に供しではな

らない。

（助成金の返還）

第 9条 市長は、偽りその他不正の手段により 、助成券を使用した

者があるときは、その者から、その助成券に相当する金額の全部

又は一部を返還させること ができる。

（資格の喪失）

第 10条 利用者は、助成対象者に該当しなくなったときは、助成

券を使用することができない。

2 利用者は、助成対象者に該当しなくなったときは、障害者福祉

タクシー料金助成資格喪失届（様式第 4）に利用券を添えて、速

やかに、 市長に届け出なければならない。

（平 13規則 14・一部改正）

（雑則）

第 11条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。

附則

1 この規則は、公布の日から施行する。

2 この規則の施行前になされた申請、処分その他の行為は、この

規則の相当規定に基づいてなされた申請、処分その他の行為とみ

なす。

附則（平成 10年規則第 66号）

この規則は、公布の日から施行する。

附則（平成 11年規則第 24号）

この規則は、平成 11年 4月 1日から施行する。

附員lj （平成 13年規則第 14号）

この規則は、平成 13年 4月 1日から施行する。



附則（平成 17年規則第 31号）

この規則は、公布の日から施行する。

附則（平成 20年規則第 18号）

この規則は、平成 20年 4月 1日から施行する。

附則（平成 24年規則第 8号）

この規則は、平成 24年 7月 9日から施行する。

附則（平成 25年規則第 9号）

（施行期日）

1 この規則は、平成 25年4月 1日から施行する。

（高浜市公印規則の一部改正）

2 高浜市公印規則（昭和 56年高浜市規則第 7号）の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう〕略
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様式第 1 （第4条関係）

（平 25規則 9・一部改正）

様式第 2 （第 4条関係）

（平 25規則 9・一部改正）

様式第 3 （第4条関係）

（平 25規則 9・全改）

様式第 4 （第 10条関係）

（平 25規則 9・一部改正）



（目的）

議題8資料（刈谷市）

刈谷市心身障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱

第 1条 この要綱は、心身障害者が医療機関への通院等日常生活を容易にするため、

タクシーを利用する場合に料金の一部を助成することにより、心身障害者福祉の

増進を図ることを目的とする。

（定義）

第 2条 この要綱において「心身障害者Jとは、次の各号のいずれかに該当する者

をいう。

( 1 ）身体障害者福祉法（昭和 24年法律第 23 8号）第 15条に規定する身体

障害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和 25年厚

生省令第 15号）別表第5号の 1級から 3級までに該当するもの

( 2 ）厚生労働大臣の定めるところにより、都道府県知事が交付した療育手帳を

所持している者で、障害の程度がA及びBのもの ．

( 3 ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 12 3号）

第45条に規定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和 25年政令第 15 5号）第6

条第 3項の障害等級 1級及び2級に該当するもの

2 この要綱において「特殊タクシーJとは、車いす用昇降機又は移動用寝台 （ス

トレッチャー）を装備した福祉輸送車両を用いたタクシーをいう。

（対象者）

第 3条 この要綱により助成を受けることができる者は、本市に居住する心身障害

者で、住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）に基づき記録されているもの

とする。ただし、地方税法（昭和 25年法律第 22 6号）第 16 2条に規定する

自動車税又は同法第45 4条に規定する軽自動車税の減免を受けている者は、除

く。

（申請、審査及び交付）

第4条 助成を受けようとする者は、市長に身体障害者手帳、療育手帳文は精神障

害者保健福祉手帳を提示するとともに、心身障害者福祉タクシー料金助成利用券

交付申請書（様式第 1号）を提出しなければならない。

2 市長は、前項の申請があった場合は、速やかにその審査を行い、前条．の規定に



該当するものであると認めたときは、申請者に心身障害者福祉タクシー料金助成

利用券（様式第 2号。以下 f利用券Jという。）を交付する。

3 利用券は、申請のあった日の属する月から 3月までの月数に 3を乗じて得た枚

数を一括交付する。

（助成の内容）

第5条 利用券による助成は、当該タクシーに係る中部運輸局長の認可を受け、又

は中部運輸局長に届け出た一般乗用旅客自動車運送事業の運賃について行うも

のとし、有料道路料金、車椅子貸出料等の運賃以外の料金は、前条第 2項の規定

により利用券の交付を受けた者（以下「利用者j という。）が負担しなければな

らない

2 利用券 1枚につき助成する額は、別表に掲げる区分に応じ、同表に定める額を

限度とする。

3 利用券の使用は、乗車 1回につき 6枚を限度とする。

4 利用者は、乗車1回の利用券の使用に際し、タクシー料金が利用券の限度額を

超える場合は、当該超える部分を負担しなければならない。

（利用券の有効期間）

第6条 利用券の有効期間は、交付を受けた日 の属する年度の末日までとする。

2 利用券は、理由にかかわらず、再交付しない。ただし、汚損した場合は、汚損

した利用券と同一枚数の新券と交換することができるものとする。

（利用タクシーの範囲）

第 7条 利用券を使用できるタクシーは、道路運送法（昭和.26年法律第 18 3号）

第 4条に規定する一般旅客自動車運送事業の許可を受けたもので、市長と契約を

締結した事業者のタクシーとする。

2 市長は、前項の事業者に対し、必要があると認めるときは、報－告を求め、乗務

記録その他必要な書類を調査することができる。

（譲渡又は担保の禁止）

第8条 利用者は、利用券を他人に譲渡し、又は担保に供してはならない。

（助成金の返還）

第 9条 市長は、偽りその他・不正の手段により利用券を使用した者があるときは、

その者から、当該利用券により助成を受けた額に相当する金額の全部又は一部を



返還させることができる。

（資格の喪失）

第 10条 利用者が、次の各号のいずれかに該当 したと きは、 その資格を喪失する。

この場合において、未使用の利用券がある場合は、これを返還するものとする。

( 1 ）死亡したとき。

( 2 ）本市に居住しなくなったとき。

( 3 ）心身障害者でなくなったとき。

( 4 ）地方税法第 16 2条に規定する自動車税文は同法第45 4条に規定する軽

自動車税の減免を受けたとき。

( 5 ）前条に規定する不正な使用をしたとき。

（委任）

第 11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附則

この要綱は、昭和 61年 4月 1日から施行する。

附則

（施行期日）

1 この要綱は、平成 2年 7月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正前の刈谷市心身障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱の規定により交

付された刈谷市心身障害者福祉タクシー基本料金助成利用券は、改正後の刈谷市

心身障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱の規定により交付された刈谷市

心身障害者福祉タクシー料金助成利用券とみなす。

附則

（施行期日）

1 この要綱は、平成4年 6月 1日から施行する。

（経過措置）

2 改正後の刈谷市心身障害者福祉タクシー料金助成事業実施要綱 （以下「改正後

の要綱j という。）の規定は、平成4年 5月 19日（以下「適用 日j という。）か

ら適用する。

3 改正後の要綱第4条第 3項の規定にかかわらず、適用日 から この要綱の施行の



日の前日までの聞に特殊タクシーを利用し、 1回につき 2枚以上利用券を使用し

た者については、その利用 1回につき 1枚を超える使用枚数に相当する利用券を

交付するものとする。

附則

この要綱は、平成9年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 10年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱ほ、平成 11年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 11年 10月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 13年 1月 6日から施行する。

附 員リ

この要綱は、平成 14年 4月 1日から施行する。

附 則
、

この要綱は、平成 16年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 17年 4月 1日から施行する。

附 貝JJ

この要綱は、平成20年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成24年 7月 9日から施行する。

附 員リ

この要綱は、平成 25年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、平成 26年 4月 1日から施行する。

附 員JJ

この要綱は、平成28年 4月 1日から施行する。

附 則



この要綱は、平成 30年 4月 1日から施行する。

別表（第5条関係）

区分 金額（円）

般
身体障害者手帳及び療育手帳 尾張・三河地区 普通 6 7 0 

タ 名古屋地区 普通 4 5 0 

ク 精神障害者保健福祉手帳
シ

尾張 ・二河地区 普通 7 5 0 

名古屋地区 普通 5 0 0 

特 大型 3, 7 8 0 
殊 尾張 ・＝河地区
タ 普通 3, 1 0 0 

ク
身体障害者手帳及び療育手帳

大型 2, 9 8 0 
シ 名古屋地区

普通 2, 6 8 0 

大型
尾張 ・二河地区

4, 2 0 0 

精神障害者保健福祉手帳
普通 3, 4 5 0 

大型 3, 3 2 0 
名古屋地区

普通 2, 9 8 0 


